	会　議　録

１．会議の名称　　　　第６３回熊取町原子力問題対策協議会

２．開催日時　　　　　平成２９年７月２６日（水）午後１時３０分から

３．開催場所　　　　　京都大学原子炉実験所　事務棟　会議室

４．議題　　　　　  　案件（１）役員選出について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）で使用する燃

　　　　　　　　　　　　　　　　料変更に伴う原子炉設置変更承認申請の協議について

案件（３）京都大学原子炉実験所の現状報告（定例報告）について

　　　　　　　　　　　案件（４）京都大学原子炉実験所の現状報告について

案件（５）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について

　　　　　　　　　案件（６）その他　

５．公開・非公開の別　全部公開

６．傍聴者数　　　　　０人

７．審議等の概要　　　案件（１）役員選出について

　　　　　　　　　　　・欠員となっていた副委員長に、委員の互選により町議会議員副議長の文野慎治氏が選出されました。

　　　　　　　　　　　案件（２）京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）で使用する燃料変更に伴う原子炉設置変更承認申請の協議について

　　　　　　　　　　　・川端所長から配付資料に基づき以下の説明があり、質疑応答を経て了承されました。

【説明内容】

・核セキュリティ・サミットを受けてＫＵＣＡが昭和４９年の運転

開始以来、一貫して行ってきた高濃縮ウラン燃料による運転を低濃縮ウラン燃料によるものに変更する必要が生じたこと、現在高濃縮ウラン燃料の米国への撤去に向けて、日米政府関係機関による協議等、関係省庁における諸般の調整が行われており、撤去時期は早くても平成３２年度以降になることが見込まれていること、高濃縮ウラン燃料の撤去時期までにＫＵＣＡで使用する燃料の種類を低濃縮ウラン燃料に変更することを目指し、今年度より原子炉設置変更承認申請手続きを開始したい旨の説明がありました。また、低濃縮燃料への変更にあたってＫＵＣＡ原子炉本体の工事を行う必要はない旨の説明がありました。

　　　　　　　　　　　【質疑】

（坂上顧問）

ＫＵＣＡの低濃縮化ということと併せてＫＵＲの燃料がどうなっているか、使用済核燃料の取引について、初めて委員になっている方にもわかりやすく説明願いたい。

（川端所長）

今回の低濃縮化のことの始まりは、ソ連の崩壊までさかのぼります。当時は研究用燃料については、高濃縮の方が効率がいいため使用されていましたが、ソ連が崩壊した際に、高濃縮ウラン燃料が盗まれたとか無くなったとかという話が聞こえてくるようになりました。これは世界的に大問題ということで、それ以降、米国を中心にして研究用原子炉に高濃縮燃料を使用しないようにしようという低濃縮化の動きが続いています。本実験所でもそれに協力する形でＫＵＲについては、平成２２年から低濃縮化を行っております。その後、ＫＵＣＡの低濃縮化について、テロ等の国際情勢も踏まえて、今回実施することが日米合意されました。また、使用済燃料引取期限についてですが、ＫＵＲは高出力のため、使用済燃料が発生します。これについては、処分方法が決まっていない限り、運転は続けないことを熊取町と約束しており、現在の処分方法としては、アメリカに引き取ってもらうことになっております。なお、その引取期限ついては、３年前の核セキュリティ・サミットにて１０年間延長され、平成３８年まで使用することが可能になっております。ＫＵＣＡについては、ＫＵＲに比べると出力が１００万分の１程度と非常に低いため、ごく僅かな核分裂は起こりますが実質的には使用済燃料と言えるようなものはできることはなく、素手で触れる新燃料と同じ状態で使用できるものです。
（坂上顧問）

これまで何回も使用済燃料の引取期限が延長されてきたと思うが、我々としては、ＫＵＲは研究炉ということで安全性に関してはさほど心配していない。ただ、引き取られた燃料については、非常に気にかかるところで、アメリカではそれはただ保管しているだけなのか。
（川端所長）

　将来どうするかが決まっていないようで、現在は保管だけしているところです。
（坂上顧問）
　実験所では使用済燃料を低減する研究をされていると聞いているが、その辺はいかがか。
（川端所長）

　その研究については、将来的に実際の使用済燃料を低減できるようなことを目指しているものではありますが、実験所で行っている研究は、それが原理的に可能かということ、そのようなシステムが成り立つかといった基礎研究です。ですので、ここに使用済燃料を持ってきて処分するようなことは考えておりませんので、ここで発生する使用済燃料も外に持って行って処分することになりますし、それができないようなことになれば、ＫＵＲの運転を続けることは難しいと考えます。
（阪口委員）
　アメリカの燃料を使用しているのはなぜか、また、日本で代替の燃料はないのか。
（川端所長）
　研究用原子炉の燃料は、原発の燃料とは全く違った形のものですので、原発の燃料を製造している日本のメーカーではその燃料加工用の装置がないためできません。また、そのような装置開発には非常にお金がかかりますが、マーケットが非常に小さいことから、コスト的には全く釣り合わないため、現実的ではないと考えております。なお、実験所の燃料については、原材料のウランはアメリカから入手し、その加工はフランスのメーカーで行っております。
案件（３）京都大学原子炉実験所の現状報告（定例報告）について
・堀研究炉部長、高橋放射線管理部長から配付資料に基づき、原子炉の運転状況、平成２９年度原子炉の施設定期点検の状況、平成２９年度の共同利用研究の採択の状況、環境放射線の測定結果等について、事項毎に以下のとおり説明がありました。

【説明内容】

・報告対象期間の平成２８年６月１日から平成２９年５月３１日における京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）・京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）の運転報告として、ＫＵＲ、ＫＵＣＡともにこの期間については施設定期検査中であり運転は行われていないこと、この期間中に新規制基準に伴う適合確認を受けていること、平成２９年度の共同研究及び研究会の採択状況についての報告がありました。また、ＫＵＣＡについては報告対象期間の後、平成２９年６月２０日に施設定期検査に合格し６月２１日から運転を再開した旨の報告もあわせてありました。

・京都大学原子炉実験所における環境放射線測定報告として、平成２８年４月から平成２９年３月までの期間における、実験所からの排気及び排水中の放射能の測定結果、実験所境界付近５ヶ所と所外４ヶ所の放射線量の測定結果、実験所周辺環境試料中の放射線の測定結果について、周辺の環境に影響を与えることはない旨の報告がありました。

案件（４）京都大学原子炉実験所の現状報告について

・中島安全管理本部長から配付資料に基づき、以下の説明があり、質疑応答を経て了承されました。

【説明内容】

・ＫＵＲ・ＫＵＣＡの２基の原子炉の運転再開等についての状況の説明として、補足説明資料として配付された「原子炉施設の運転再開について」に沿いながら、２基の原子炉施設の設置から現在に至るまでの足跡、各施設の役割、運転停止並びに再稼働の状況、再稼働に向けた新規制基準への対応の状況等の説明がありました。また、他事業所（茨城県大洗町にある日本原子力研究開発機構の大洗研究開発センター）で平成２９年６月６日の核燃料物質の点検時に発生した作業員の被ばく事故についての言及があり、その事故を受けて実験所内において調査等を行ったところ、特に問題は無かったこと、今後、原子炉規制委員会からの指示があった場合には適切に対応する旨の説明がありました。

・京都大学原子炉実験所原子炉施設保安規定の改正についてとして、新規制基準への適合のための保安規定の検査項目の一部を見直すこととなったため、安全協定に従って熊取町長に通知の上、平成２９年５月２９日付けで原子炉規制委員会に提出し、平成２９年６月１５日付けで承認された旨の説明がありました。

・平成２９年度の原子力規制委員会による原子炉施設の保安検査状況についてとして、平成２９年度第１四半期分の保安検査が６月１２日から１４日の間で実施され、原子炉施設保安規定の遵守状況に関し、特に問題となることは無かったとする説明がありました。
・平成２９年度第１回緊急時訓練等についてとして、平成２９年６月５日に平成２９年度第１回の緊急時訓練が実施されたこと、今回の訓練では、緊急作業団、緊急対策本部員の召集、点呼、団員及び連絡網の確認後、最初に泉州南消防組合熊取消防署による火災時の対応や避難・誘導に関する講義を受講したこと、その後、１０月に予定している総合訓練に向けた緊急作業団や対策本部のそれぞれの役割分担を再確認するための個別訓練が実施され、個別訓練では、熊取消防署による空気呼吸器の装着方法の実習や学生等を対象とした消火器使用訓練等も実施されたことなどについての説明がありました。
【質疑】

（田中正敏委員）

先程の説明で実験所では大変有意義な研究をされており、安全に関しても十分留意してもらっていることはよく理解できたが、一方で、大変危険なものが地元にあるということもよくわかった。そのようなことで、坂上委員に質問です。先程の実験所への質問の際に「研究用だから安全」だという発言があったが、その根拠を説明願いたい。もし放射線が漏れるようなことがあれば、大なり小なり被害はいっしょになるのではないかと思うがいかがか。
（坂上顧問）
　研究用原子炉だから安全ということを確信している訳ではありません。たとえ研究用原子炉であっても、万全の安全管理をして頂かないといけませんし、今回、福島県での原発事故を受け、研究用原子炉といえども万全に万全を重ねた非常に厳しい国の規制基準に基づき、様々な新たな設備の整備や安全管理上の体制作りとかを、実験所として行われたと思っております。また、実験所の研究用原子炉が発電用の原子炉と比べ、非常に規模が小さく、スケールがかなり違うこと、発熱も少ないことなど、コントロールし易い状況で運転されているという事実であると認識している。ただ、心配なのは規模が小さいとはいえ、使用済燃料が発生することもあり、それを処理できる技術が確立されていないため、アメリカへ引き取ってもらうことになっており、現在もその状況が続いている訳で、アメリカに任せっぱなしということになっているものと考えます。そういう意味では、研究用原子炉であっても、自分のところで処理できる技術がないままで研究を続けていることに対しては、以前から矛盾があるのではないかと思っております。
（田中正敏委員）

　私は朝代地区の区長をしているが、実験所の広い敷地は朝代地区の一番いい場所にある。そんな中で、この地区にとっては、リスクだけがあってメリットは一つもない。日本にとって良い研究をしているのはわかるが、熊取町にとって実験所はどういうメリットがあって、どういうリスクがあるかをお答え頂きたい。
（川端所長）
　熊取町に実験所があることで原発のように国から補助金が付くことはなく、金銭的な意味では全く貢献できていないことは理解しておりますが、国の制度上の問題でもありますので、我々としてはどうすることもできないものと考えております。ですので、それ以外の貢献という意味では、施設の公開、町内の子供向けの教育、講演会などできる限りやれることはやりたいと考えております。そのような状況で、今、一番貢献できているのではないか思うことは、がん治療研究や人材育成を行っていることのマスコミ等での取り上げ方が非常にポジティブになってきている、かつては原子炉というものは非常にネガティブなものということで、熊取町にとっても迷惑施設という扱いであったかと思いますが、最近は実験所があることによって、熊取町にポジティブなイメージを付け加えることができることに少しは貢献できるようになってきたのではないかと思っております。
（矢野委員）

　原子力機構の大洗センターで核燃料物質の点検時に発生した作業員の被ばく事故について、新聞等でいろいろと報道されていたが、ヒューマンエラー的なことで事故が起こったようにも感じられる。実験所については、このような心配なないということでよろしいか。
（中島安全管理本部長）
　大洗での事故について、詳細な原因究明の結果はまだしっかりと出ていなかったと思いますが、私の理解しているところでは、今回の点検では二十数年間開封していなかったものを開封したということで、中身がどういう状況か十分な検討が出来ていないまま開封してしまったこと、同じ原子力機構の別の事業所で何年か前に内部が膨らんでいるようなものがあったが、原子力機構は組織が非常に大きくて取り扱っているものも多種多様であるため、管理が上手く引き継ぎができていなかったことから、そのあたりが組織として上手く情報共有できていなかったのではないかということが危惧されるところです。実験所では、最低１年に１回は現物を見て、状態が大丈夫か確認を行っておりますので、大洗での事故のようなことはないと考えていますが、我々としても今回の事故からどのような教訓が得られるか展開していきたいと考えています。
（伊藤委員）
　ＢＮＣＴの関係で２点伺いたい。１点目について、ＫＵＲは休止中であるということだが、加速器での治療はどうなっているのか。２点目について、大阪医大でＢＮＣＴ医療センターの整備が始まっていると思うが、そのセンターが開院した後の実験所と同センターの関係はどのようになると考えているのか。
（川端所長）
　１点目についてですが、実験所のＢＮＣＴはＫＵＲと加速器の二つで行っており、ＫＵＲでは治療研究、加速器では先進医療の承認を目指した治験を行っています。二つの大きな違いは、ＫＵＲの方は適用症例の拡大や治療精度の向上、その他基礎研究を目的としているところで、加速器の方はある程度先進医療への見込みのある症例についての治験を行うことを目的としているところです。そのようなことから、２点目については、大阪医大の加速器が整備された場合、そこでは先進医療としてのＢＮＣＴとＫＵＲでのＢＮＣＴの研究成果に基づく治験としてのＢＮＣＴが行われるものと考えております。つまり、実験所はＢＮＣＴの研究拠点、大阪医大は医療拠点としての役割を担っていくものと思っています。
案件（５）原子燃料工業株式会社熊取事業所の現状報告について
・冒頭に伊藤所長から会社の概要や従業員数（事業所内従業員約２２０名、うち熊取在住者４４名）等の説明があり、福島原発事故後には約半数の従業員を外部へ出向等させていたが、昨年８月に生産再開（生産量は少量）し、現在は出向者の大部分が戻ってきた状況で、この７月からは生産体制を強化し従来の生産量に回復した旨の説明がありました。続いて、各担当から以下の説明があり、質疑応答を経て了承されました。

【説明内容】

・定期検査等の状況として平成２９年３月から平成２９年７月における原子力規制庁による定期的検査として保安規定遵守状況検査、核物質防護規定遵守状況検査を受け、ともに違反事項なしであった旨の説明がありました。

・環境放射線モニタリング結果について、平成２８年度上期から平成２８年度下期における当事業所加工施設からの放出放射線、敷地境界及び事業所外における実効線量及び熊取町内の環境試料中の放射能について配付資料に基づき、問題となる数値はなかった旨の説明がありました。

・トラブル事象については、平成２９年３月から平成２９年７月の期間において報告すべきトラブル事象はないこと、是正すべき事項として平成２９年３月の本協議会において報告のあった保安規定違反と判断された事象（負圧異常事象発生時における対応）の是正処置については、維持、継続をしており、トラブル事象を起こさないよう努めている旨の説明がありました。

・生産設備休止状況及び生産再開について、事業所として平成２５年以降の原子燃料生産中断から昨年８月からの生産再開に先立ち生産施設の総点検、試運転、作業者の再教育を徹底したこと、また、平成２５年以降中断していた原子燃料輸送についても事前準備として原子燃料専用の輸送容器を用いて計画経路の試走や貨物の積載試験を実施し、今年度下半期より再開する計画であること、生産及び輸送にあたっては、安全を最優先に手順の確認を十分に行い、トラブルのないよう注意深く進めるとする説明がありました。

・加工事業の新規制基準対応への取り組み状況については、前回の３月開催の本協議会にも報告のあった平成２６年４月１８日に加工事業変更許可申請及び保安規定変更認可申請後、原子力規制庁から審査会合１０回、現地調査が平成２９年１月２０日にあり、審査ヒアリング８６回を経て、現在補正申請の準備を行っているとのこと。新規制基準への対応項目は（１）耐震設計の強化（２）地震以外の自然現象の考慮の追加（竜巻、火山）及び人為事象の考慮の追加（外部火災）（３）設計基準事故評価（４）重大事故に至るおそれがある事故への対策　となり、一部建物への耐震補強工事及び建て替え、一部設備機器への耐震補強工事を実施予定であり、重大事故対策のため、防災上必要な資機材の準備や手順書の整備、さらに教育を実施するよう進めている旨の説明がありました。

・原子力事業者防災業務計画に関する状況について、平成２９年度第１四半期から平成２９年７月７日の期間における原子力事業者防災業務計画の見直しは行われていないこと、平成２９年６月２８日に原子力事業者防災業務計画及び保安規定等に基づく防災訓練として異常事象対策訓練を実施し、あわせて通報訓練も実施した旨の説明がありました。

・広報活動の状況について、平成２９年４月１日に３年ぶりに事業所の一般見学会を開催（以前は催し物もあったが今回は規模を縮小して見学会のみ）し、１３５名が来所された旨の説明がありました。

【質疑】

（阪口委員）

原子燃料工業熊取事業所で製造している燃料は低濃縮ですか。

（伊藤所長）

　濃縮度５％未満の濃度の低いものであります。ただ過去に京大炉に燃料を提供していた時期があり、その時の濃度９３％の廃棄物が数キロオーダーで事業所内にございますが、厳正に管理した状況で保管しています。現時点で取り扱っているのは５％未満であります。

（阪口委員）

　日本国内は５％未満の低濃縮で統一されているのですか。

（伊藤所長）

　一部の研究炉では２０％ぐらいのものが今でも使われています。

（阪口委員）

　一般的に普通に運転している原発で、燃料というのは新しく使ったものは何年ぐらいで使用済みになるのですか。

（伊藤所長）

　だいたいですが、３年から４年、長いもので５年ぐらいのスパンです。通常１３ヶ月おきに定検を行うのですが、その際に３分の１から４分の１ずつ新しいものに交換していくような状況です。

（矢野委員）

　先ほど京都大学の方で質問したのですが、今年６月６日の大洗で被ばくをされたということが新聞報道等で報道されましたが、作業員の方が下請け、孫請けの企業さんであるということもあわせて報道されておりましたが、今回生産再開をするについて、いろんな熟練の方々を呼んできておられると言うことで、およそ１年の間、問題なく進んでいると思うんですけれども、先ほど言いました下請け、孫請けさんに対する教育等についてはどうなっているのかお尋ねしたいと思います。

（伊藤所長）

　ウラン取扱業務では基本的に下請けというものは使っていないのですが、やはり人が減って来ている中で、東海村からの応援とは別に派遣社員が十数名今来てもらっています。

その方々には、経験がないことを考慮し、かなり長い時間をかけてウラン取扱業務に関し心得を教えています。ただ、仕事ぶりを見て、最前線は難しいなという方がいれば付帯業務といったところへ回すという気遣いをしています。それと、先ほどの大洗の件に関してですが、京都大学さんと同じように原子力規制庁から指示を受けて調査をし、同様の事例はないこと、またそういった作業をやる場合には作業計画を書いて、事前にリスクアセスメントを行った上でやることにしているため、同じようなことが発生する可能性は非常に低いと説明させていただいて、ご理解いただきたいと存じます。

案件（６）その他

・特に発言はありませんでした。

　　　　　　　　　　
８．審議会の情報　　　名称　　　　　熊取町原子力問題対策協議会

　　根拠法令等　　原子力問題対策協議会条例

　　　　　　　　　　　設置期間　　　昭和４７年１０月２８日から

　　　　　　　　　　　所掌事務　　　本町に設置された原子力施設の平和利用と安全性

の確保を図るため、必要な調査及び審議を行い、関係機関に意見を具申する。

委員数　　　　２５名

９．担当課　　　　　　環境課


